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2Ａ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 

2Ａ 原 子 炉 補 機 冷 却 水 ポ ン プ

2Ｂ 原 子 炉 補 機 冷 却 水 ポ ン プ

2Ａ 海 水 ポ ン プ

2Ｂ 海 水 ポ ン プ

2Ａ 電 動 補 助 給 水 ポ ン プ

2Ａ 空 調 用 冷 凍 機

Ｇ

2Ａ 制 御 棒 駆 動 装 置 冷 却 フ ァ ン

2Ａ 制 御 用 空 気 圧 縮 機

2Ａ 原 子 炉 容 器 室 冷 却 フ ァ ン

2Ａ 格 納 容 器 再 循 環 フ ァ ン

2Ｂ 格 納 容 器 再 循 環 フ ァ ン
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原 子 炉 コ ン ト ロ ー ル セ ン タ

2Ｃ 格 納 容 器 再 循 環 フ ァ ン

2Ｄ 格 納 容 器 再 循 環 フ ァ ン

2Ｂ 制 御 棒 駆 動 装 置 冷 却 フ ァ ン

2Ｂ 原 子 炉 容 器 室 冷 却 フ ァ ン

2Ｂ 空 調 用 冷 凍 機

2Ｂ 電 動 補 助 給 水 ポ ン プ

2Ｄ 海 水 ポ ン プ

2Ｃ 海 水 ポ ン プ

2Ｄ 原 子 炉 補 機 冷 却 水 ポ ン プ

2Ｃ 原 子 炉 補 機 冷 却 水 ポ ン プ

2Ｂ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機Ｇ
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給水機能及び電源機能に係る設備の概要及び保全内容 
 

蒸気発生器への給水機能 
設   備 分 類 設備概要 保全頻度 保  全  内  容 備 考 

52ヶ月に１回 分解点検（ポンプ、電動機） 

13ヶ月に１回 簡易点検（油入替他）（ポンプ） 

１保全ｻｲｸﾙに

１回
簡易点検（電動機） 

１保全ｻｲｸﾙに

１回
機能・性能試験（系統） 

電動補助給水ポンプ イ） 容量：90m3/h 

１ヶ月に１回 定期試験（起動試験） 

 

52ヶ月に１回 分解点検（ポンプ、ポンプタービン） 

13ヶ月に１回
簡易点検（油入替他） 

（ポンプ、ポンプタービン） 

１保全ｻｲｸﾙに

１回
機能・性能試験（系統） 

４保全ｻｲｸﾙに

１回
機能・性能試験（ポンプタービン） 

タービン動 

補助給水ポンプ 
イ） 容量：210m3/h 

１ヶ月に１回 定期試験（起動試験） 

 

復水タンク イ） 
容量：800m3 

基数：1基 26ヶ月に１回 開放点検  

２次系純水タンク 

（1,2号共用） 
ロ） 

容量：1300m3 

基数：2基 
４年に１回 開放点検  

ろ過水貯蔵タンク 

(1,2号共用) 
ハ） 

容量：3000m3 

基数：2基 
２年に１回 開放点検  

１ヶ月に１回 試運転 

６ヶ月に１回 存否点検・外観点検 
ディーゼルエンジン 

発電機 
ハ） 容量：60/45kVA 

１年に１回 機能試験 

 

６ヶ月に１回
存否点検・外観点検 

油入替、絶縁抵抗測定 
仮設ポンプ 

（水中ポンプ） 
ハ） 容量：30m3/h 

１年に１回 機能試験 

動力源： 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞ

ﾝ発電機 

 

使用済燃料ピットへの給水機能 
設   備 分 類 設備概要 保全頻度 保  全  内  容 備 考 

燃料取替用水タンク イ） 
容量：1800m3 

基数：1基 
130ヶ月に1回 開放点検 

保守的に 

評価には 

用いない 

燃料取替用水 

補助タンク 

（1,2号共用） 

イ） 
容量：1100m3 

基数：1基 
130ヶ月に1回 開放点検 

保守的に 

評価には 

用いない 

２次系純水タンク 

（1,2号共用） 
イ） 

容量：1300m3 

基数：2基 
４年に１回 開放点検  

ろ過水貯蔵タンク 

（1,2号共用） 
ハ） 

容量：3000m3 

基数：2基 
２年に１回 開放点検  

１ヶ月に１回 試運転 

６ヶ月に１回 存否点検・外観点検 
ディーゼルエンジン 

発電機 
ハ） 容量：60/45kVA 

１年に１回 機能試験 

 

６ヶ月に１回
存否点検・外観点検 

油入替、絶縁抵抗測定 仮設ポンプ 

（水中ポンプ） 
ハ） 

容量：30m3/h、 

7.8m3/h 
１年に１回 機能試験 

動力源： 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞ

ﾝ発電機 

 

 

添付資料５－４－３（１／２） 



 

給水機能及び電源機能に係る設備の概要及び保全内容 
電源機能 

設   備 分類 設備概要 保全頻度 保  全  内  容 備 考 

1保全ｻｲｸﾙ

に1回 
簡易点検  

26ヶ月に 

1回 
普通点検（軸受点検）  

78ヶ月に 

1回 
分解点検  

1保全ｻｲｸﾙ 

に1回 
機能・性能試験  

非常用ディーゼル 

発電機 
イ） 

出力：5,700kW 

台数：2台 

1ヶ月に1回
起動試験、負荷試験 

（各1回） 
 

13ヶ月に 

1回 
普通点検  

1保全ｻｲｸﾙ 

に1回 
機能・性能試験  

1週間に1回
外観点検、電圧確認、 

比重測定（パイロットのみ） 
 

蓄電池 イ） 
定格容量：1,200Ah 

台数：2組 

3ヶ月に1回
外観・比重測定 

均等充電 
 

2週間に1回 外観点検、起動試験  

6ヵ月に1回 存否、外観点検  高圧発電機車 ハ） 
容量：500kVA 

台数：1台 
1年に1回 機能確認  

 

給水機能及び電源機能（燃料貯蔵設備） 

設   備 分類 設備概要 保全頻度 保  全  内  容 備 考 

補助ボイラ 

燃料タンク 

（1,2号共用） 

ハ） 
貯蔵量：160kℓ 

基 数：1基 
1年に1回 目視点検、作動確認 

Ａ重油を 

貯蔵 

78ヶ月に 

1回 
開放点検 

非常用ディーゼル

発電機貯油槽 
ハ） 

貯蔵量：130kℓ 

基 数：2基 2保全ｻｲｸﾙ 

に1回 
気密試験 

Ａ重油を 

貯蔵 

 
分類の説明 

・防護措置に係る設備を以下に分類する。 

記 号 分         類 

イ） 工事計画で対象とした設備 

ロ） 実施済みのアクシデントマネジメント設備 

ハ） 緊急安全対策（短期） 
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川内原子力発電所（１／２号機）のタンクの使用割り当て（プラント運転時） 

 １号機 ２号機 

蒸気 

発生器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済 

燃料ﾋﾟｯﾄ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・２次系純水タンク（２基）、ろ過水貯蔵タンク（２基）は共用設備であり、号機間の融通が可能であるが、評価に当たってはよ

り厳しい条件となるよう融通不可とし、１／２号各プラント１基ずつ使用するものとする。 

・（ ）内は評価に使用する保有水量。 
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※評価に用いた保有水量 

 

蒸気発生器(ＳＧ)及び使用済燃料ピット(ＳＦＰ)への給水イメージ(プラント運転時) 

復水タンク 800m3 

（評価 520m3） 

2 次系純水タンク 1300m3 

（評価 930m3） 

ろ過水貯蔵タンク 3000m3

（評価 2100m3） 

燃料取替用水補助タンク 1100m3 燃料取替用水タンク 1800m3 

２次系純水タンク 

930m3※ 

ろ過水貯蔵タンク

2100m3※ 

復水タンク 

520m3※ 

SG 

ＳＦＰ蒸散開始→ＳＦＰへの補給開始（約 1.1 日後）

P

P

淡水 又は 海水

P

P

給水時に仮設ポンプ不要

給水時に仮設ポンプ必要

ろ過水貯蔵タンク 3000m3 

（評価 2100m3） 
2 次系純水タンク 1300m3

（評価 930m3） 

復水タンク 800m3 

（評価 520m3） 

燃料取替用水タンク 1800m3 

ろ過水 

貯蔵タンク 

淡水 又は 海水

２次系純水タンク 

復水タンク 

SFP 

保守的に 

評価対象外とする 

P

P

２号機の 

水源評価の対象 

約 6 日 約 1.8 日 約 6 時間 
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川内原子力発電所（１／２号機）のタンクの使用割り当て（プラント停止時） 

 １号機 ２号機 

蒸気 

発生器 

 

 

 

 

 

 

使用済 

燃料ﾋﾟｯﾄ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・２次系純水タンク（２基）、ろ過水貯蔵タンク（２基）は共用設備であり、号機間の融通が可能であるが、評価に当たってはよ

り厳しい条件となるよう融通不可とし、１／２号各プラント１基ずつ使用するものとする。 

・（ ）内は評価に使用する保有水量。 
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     ※評価に用いた保有水量 

使用済燃料ピット（ＳＦＰ）への給水イメージ（プラント停止時） 

ＳＦＰ蒸散開始→ＳＦＰへの補給開始（約 14 時間後） 

P

P P

給水時に仮設ポンプ不要 
給水時に仮設ポンプ必要 

ろ過水 

貯蔵タンク 
淡水 又は 海水

２次系純水タンク 

930m3※ 

ろ過水貯蔵タンク

2100m3※ 

2 次系 

純水タンク 

淡水 又は 海水

ＳＦＰ 

復水タンク 800m3 

（評価 520m3） 

ろ過水貯蔵タンク 3000m3

（評価 2100m3） 

燃料取替用水補助タンク 1100m3 燃料取替用水タンク 1800m3 

ろ過水貯蔵タンク 3000m3 

（評価 2100m3） 2 次系純水タンク 1300m3

（評価 930m3） 

復水タンク 800m3 

（評価 520m3） 

燃料取替用水タンク 1800m3 

保守的に 

評価対象外とする 

給水不要 

２号機の

水源評価

の対象 

約 3 日 約 9 日 

P

2 次系純水タンク 1300m3 

（評価 930m3） 
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蒸気発生器への給水機能 

 

１．電動又はタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への給水方法 

  全交流電源喪失又は最終ヒートシンク喪失時において、以下の各水源から電動補

助給水ポンプ※１又はタービン動補助給水ポンプにより蒸気発生器２次側へ給水する

ことにより安定維持させる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

蒸気発生器への補給水源 
水 源 容 量 ２号機の評価に用いた保有水量 

復水タンク 800m3 520m
3
：保安規定値での要求容量 

２次系純水タンク 1300m3 
930m

3
：タンク容量75％から3％までの容量。 

１／２号機でタンクを１基ずつ使用するものとする。 

ろ過水貯蔵タンク 3000m3 
2100m

3
：タンク容量75%から10％までの容量。 

１／２号機でタンクを１基ずつ使用するものとする。 

淡水・海水 ─ ─ 

海 

復水タンク 

２次系純水タンク 

防火水槽

みやま池 

電動又はタービン動 

補助給水ポンプへ 

ろ過水貯蔵タンク 

 

3000m3

×2 基

仮設ポンプ

仮
設
ポ
ン
プ

仮設ポンプ

水中ポンプ（例）

 

800m3 

 

1300m3 

×2 基 

(１／２号共用) 

(１／２号共用) 

取水ピット 

：恒設給水ライン 

：仮設給水ライン 

 

① 復水タンクからの水補給 

（恒設設備を利用） 

② ２次系純水タンクからの水補給  ※２ 

（恒設設備を利用） 

③ ろ過水貯蔵タンクからの水補給 ※２ 

（仮設ポンプ） 

④ みやま池からの水補給 

（仮設ポンプ） 

⑤ 海水からの水補給 

（仮設ポンプ） 

ろ過水貯蔵タンク→防火水槽→仮設ポンプ→復水タンクへ給水 

みやま池→仮設ポンプ→防火水槽→仮設ポンプ→復水タンクへ給水 

取水ピット→仮設ポンプ→防火水槽→仮設ポンプ→復水タンクへ給水 

※１：全交流電源喪失時は電動補助

給水ポンプは使用不可。 

 

※２：水源については本フロー順に

使用する。使用できない場合

は次の水源を使用する。 
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２．必要補給水流量評価 

２．１ 前提条件 

崩壊熱については、従来許認可と同様、核分裂生成物（ＦＰ）崩壊熱に関しては、

「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能評価指針（昭和５６年７月２０日原子力

安全委員会決定、平成４年６月１１日一部改訂）」においてその使用が認められてい

る日本原子力学会推奨値（不確定性（３σ）込み）を用いている。 

アクチニド崩壊熱に関しては十分実績のあるＯＲＩＧＥＮ２コード評価値に１．

２倍した値を用いている。 

 

    

 

 

 

 

２．２ 必要補給水流量の計算 

  蒸気発生器への必要補給水流量は、炉心燃料の崩壊熱から次の計算式を用いるこ

とで導かれる。 

 
・全交流電源喪失又は最終ヒートシンク喪失直後から約６時間については、復水タン

クからタービン動補助給水ポンプ（又は電動補助給水ポンプ）を用いて蒸気発生器

２次側に給水する。復水タンクからの給水により、１次冷却材系統の約１７０℃ま

での冷却と全交流電源喪失又は最終ヒートシンク喪失からの崩壊熱除去を行う。 

・復水タンクの水がなくなると、２次系純水タンクを水源とするよう系統を変更し、

同様にタービン動補助給水ポンプ（又は電動補助給水ポンプ）により給水を行う。

その後、崩壊熱量の低下とともに補給水量についても低減しながら原子炉冷却を進

め、２次系純水タンク保有水量がなくなる事象発生後約１．８日後には、崩壊熱は

１３．０MW、必要水量は約１９m3/h となる。 

・その後、水源をろ過水貯蔵タンクに変更、復水タンクへ水を補給し、引き続き蒸気

発生器２次側へ給水を行う。 

・事象発生後約６日後には、ろ過水貯蔵タンク内の水もなくなり、淡水又は海水を復

水タンクへ補給し蒸気発生器２次側に給水することになる。この時点での崩壊熱は

８．０MW、必要となる水量は約１２m3/h である。 

 

 

 

 

 

SG必要補給水流量[m3／h]＝   
                   崩壊熱[MW]×103×3600 

（SG２次側飽和蒸気比エンタルピー－補給水比エンタルピー）[kJ／kg]×補給水密度[kg／m3]

： 2745 kJ／kg ※１ 

： 167 kJ／kg ※１ 

： 992 kg／m3 ※１ 

※１：日本機械学会蒸気表

【計算条件】  SG２次側飽和蒸気比エンタルピー(Tcold150℃) 

    補給水比エンタルピー(40℃)  

    補給水密度(40℃)   

崩壊熱評価条件 

 川内２号 

燃焼条件 

ウラン燃料 

・最高燃焼度：55,000MWd／ｔ 

・ウラン濃縮度：4.8wt％ 
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２．３ 計算結果 

図１に炉心崩壊熱量を、図２にその崩壊熱を除去するための蒸気発生器への必要

補給水流量を示す。 

  図１、図２より、２次系純水タンクからろ過水貯蔵タンクに切替わる時点におけ

る必要補給水流量が、仮設ポンプの必要補給水流量となる。 

  以上より、蒸気発生器への必要補給水流量は約１９m3/h となる。 
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                  ※：（蒸気発生器への給水）＋（使用済燃料ピットへの注水）を考慮した日数 
 

図１ 炉心崩壊熱量 
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                    ※：（蒸気発生器への給水）＋（使用済燃料ピットへの注水）を考慮した日数 
 

図２ 蒸気発生器（ＳＧ）への必要補給水流量 

 
補給水源枯渇時間 

水 源 供給可能時間 

復水タンク 約６時間後 

２次系純水タンク 約１．８日後 

ろ過水貯蔵タンク 約６日後 

淡水 又は 海水 燃料補給が継続する時間 

8.0MW 

約 1.8 日※ 約 6 日※ 

13.0MW 

2 次系純水ﾀﾝｸ 

→ろ過水貯蔵ﾀﾝｸ

ろ過水貯蔵ﾀﾝｸ 

→淡水・海水 

ろ過水 

貯蔵ﾀﾝｸ 

2100m3 
淡水又は海水

2 次系純水ﾀﾝｸ 930m3

約 6 時間 

復水タンク 520m3 

流量約 12m3/h 

約 1.8 日※ 約 6 日※ 

流量約 19m3/h 

2 次系純水ﾀﾝｸ 

→ろ過水貯蔵ﾀﾝｸ

ろ過水貯蔵ﾀﾝｸ 

→淡水・海水 
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電源機能と給水機能の維持に係る燃料の使用状況 
 

川内原子力発電所において全号機同時に全交流電源喪失又は最終ヒートシンク喪失が発生した場

合の電源機能と給水機能の維持に係る燃料の使用状況を示す。なお、川内原子力発電所においては、

全交流電源喪失又は最終ヒートシンク喪失時の電源機能と給水機能の維持にＡ重油を使用する。ま

た、Ａ重油は発電所共有とすることから、全号機同時に全交流電源喪失又は最終ヒートシンク喪失

が発生したと仮定し、発電所貯蔵Ａ重油の消費が早くなるよう、他号機の初期状態は「プラント運

転時」とする。 

 

１．全交流電源喪失時における燃料の使用状況（評価プラント：川内２号機） 

 

２号機「プラント運転時」における燃料（Ａ重油）の使用状況 
 日 数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 … 103 104 105 106 … 

                   

～約1.8日 ～約104日  
蒸気発生器 

への給水機能 
                   
                   

～約1.8日 ～約104日  
使用済燃料ﾋﾟｯﾄ

への給水機能 
                   
                   

～約104日  

１号機 

ﾌﾟﾗﾝﾄ 

運転時 

電源供給機能 

                   
                   

～約1.8日 ～約104日  
蒸気発生器 

への給水機能 
                   
                   

～約1.8日 ～約104日  
使用済燃料ﾋﾟｯﾄ

への給水機能 
                   
                   

～約104日  

２号機 

ﾌﾟﾗﾝﾄ 

運転時 

電源供給機能 

                   

：発電所貯蔵分の燃料（Ａ重油）未使用 

：発電所貯蔵分の燃料（Ａ重油）使用 

：燃料枯渇（発電所外からの燃料調達により継続） 

 

２号機「プラント停止時」における燃料（Ａ重油）の使用状況 
 日 数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 1… 103 104 105 106 … 

                   

～約1.8日 ～約105日  
蒸気発生器 

への給水機能 
                   
                   

～約1.8日 ～約105日  
使用済燃料ﾋﾟｯﾄ

への給水機能 
                   
                   

～約105日  

１号機 

ﾌﾟﾗﾝﾄ 

運転時 

電源供給機能 

                   
                   

～約3日 ～約105日  
使用済燃料ﾋﾟｯﾄ

への給水機能 
                   
                   

～約105日  

２号機 

ﾌﾟﾗﾝﾄ 

停止時 
電源供給機能 

                   

：発電所貯蔵分の燃料（Ａ重油）未使用 

：発電所貯蔵分の燃料（Ａ重油）使用 

：燃料枯渇（発電所外からの燃料調達により継続） 
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２．最終ヒートシンク喪失時における燃料の使用状況（評価プラント：川内２号機） 

外部電源は健全のため、高圧発電機車は使用しないものとして評価する。 

 

 

２号機「プラント運転時」における燃料（Ａ重油）の使用状況 
 日 数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 … 938 939 940 … 

                   

～約1.8日 ～約939日  
蒸気発生器 

への給水機能 
                   
                   

～約1.8日 ～約939日  

１号機 

ﾌﾟﾗﾝﾄ 

運転時 使用済燃料ﾋﾟｯﾄ

への給水機能 
                   
                   

～約1.8日 ～約939日  
蒸気発生器 

への給水 
                   
                   

～約1.8日 ～約939日  

２号機 

ﾌﾟﾗﾝﾄ 

運転時 使用済燃料 

ﾋﾟｯﾄへの給水 
                   

：発電所貯蔵分の燃料（Ａ重油）未使用 

：発電所貯蔵分の燃料（Ａ重油）使用 

：燃料枯渇（発電所外からの燃料調達により継続） 

 

２号機「プラント停止時」（Ａ重油）における燃料の使用状況 
 日 数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 … 938 939 940 … 

                   

～約1.8日 ～約939日  
蒸気発生器 

への給水機能 
                   
                   

～約1.8日 ～約939日  

１号機 

ﾌﾟﾗﾝﾄ 

運転時 使用済燃料ﾋﾟｯﾄ

への給水機能 
                   
                   

～約3日 ～約939日  

２号機 

ﾌﾟﾗﾝﾄ 

停止時 

使用済燃料ﾋﾟｯﾄ

への給水機能 
                   

：発電所貯蔵分の燃料（Ａ重油）未使用 

：発電所貯蔵分の燃料（Ａ重油）使用 

：燃料枯渇（発電所外からの燃料調達により継続） 

 

 

（参考） 

各号機の初期状態（プラント運転時又はプラント停止時）のＡ重油燃料消費量の比較 

・全交流電源喪失時における各号機の初期状態の違いによるＡ重油燃料消費量を示す。（最終ヒート

シンク喪失時についても、全交流電源喪失時と同様の結果となる。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒１，２号機のいずれにおいてもプラント運転時の方が燃料消費は早い。 
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使用済燃料ピットへの給水機能 

 

１．使用済燃料ピットへの給水方法 

  全交流電源喪失又は最終ヒートシンク喪失時において、使用済燃料ピット冷却系

統が使用不能となった場合に、使用済燃料ピット保有水量の蒸散量を補うために以

下の水源から使用済燃料ピットへ給水を行う。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料ピットへの補給水源 
水 源 容 量 ２号機の評価に用いた保有水量 

燃料取替用水タンク 1800m3 保守的に水源から除外して評価する。 

燃料取替用水補助タンク 1100m3 保守的に水源から除外して評価する。 

２次系純水タンク 1300m3 
930m3：タンク容量75％から3％までの容量。 

１／２号機でタンクを１基ずつ使用するものとする。 

ろ過水貯蔵タンク 3000m3 
2100m3：タンク容量75％から10％までの容量。 

１／２号機でタンクを１基ずつ使用するものとする。 

淡水・海水 ─ ─ 

① 燃料取替用水タンクからの水補給 

（恒設設備を利用） 

④ ろ過水貯蔵タンクからの水補給   ※ 

（仮設ポンプ） 

⑤ みやま池からの水補給 

（仮設ポンプ） 

⑥ 海水からの水補給 

（仮設ポンプ） 

ろ過水貯蔵タンク→防火水槽→仮設ポンプ→使用済燃料ピットへ注水 

みやま池→仮設ポンプ→防火水槽→仮設ポンプ→使用済燃料ピットへ注水 

② 燃料取替用水補助タンクからの水補給※ 

（恒設設備を利用）

③ ２次系純水タンクからの水補給   ※ 

（恒設設備を利用）

※：水源については本フロー順に使用する。 

使用できない場合は次の水源を使用する。 

取水ピット→仮設ポンプ→防火水槽→仮設ポンプ→使用済燃料ピットへ注水 

 ：恒設注水ライン 

：仮設注水ライン 

 

防火水槽

みやま池

ろ過水貯蔵タンク

（１／２号共用）

仮設ポンプ

仮設ポンプ

海 

使用済燃料ピット 

燃料取替用水タンク 

燃料取替用水補助タンク 

（１／２号共用） 

２次系純水タンク 

（１／２号共用） 

仮設ライン 恒設ライン 

仮
設
ポ
ン
プ

水中ポンプ（例） 

1300m3 

×2 基 

1100m3 

1800m3 

3000m3

×2 基

取水ピット
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２．必要補給水流量評価 
２．１ 前提条件 

 使用済燃料ピットにおける崩壊熱の評価については、55,000MWd／ｔ燃料の使用等

に伴う原子炉設置変更許可申請（平成１６年１１月申請）の安全審査における使用済

燃料ピット水浄化冷却設備の評価条件を基に算出。（表１参照） 

 

 なお、定期検査中等で原子炉から使用済燃料ピットに燃料を移動している場合と原

子炉に燃料がある場合を評価。 

 

表１．崩壊熱評価条件 

 川内２号 

燃焼条件 

ウラン燃料 

・最高燃焼度：55,000MWd／ｔ 

・ウラン濃縮度：4.8wt％ 

運転期間 13 ヵ月 

停止期間 30 日 

燃料取出期間 8.5 日 

 

崩壊熱については、従来許認可と同様、核分裂生成物（ＦＰ）崩壊熱に関しては、

「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能評価指針（昭和５６年７月２０日原子力安

全委員会決定、平成４年６月１１日一部改訂）」においてその使用が認められている日

本原子力学会推奨値（不確定性（３σ）込み）を用いている。 

アクチニド崩壊熱に関しては十分実績のあるＯＲＩＧＥＮ２コード評価値に１．２

倍した値を用いている。 
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２．２ 必要補給水流量の計算 

 使用済燃料ピットへの必要補給水流量は、使用済燃料の崩壊熱から次の計算式を用

いることで導かれる。 

 

必要補給水流量[ｍ3/h]＝
崩壊熱[MW]×103×3600

 飽和水蒸発潜熱[kJ/kg]×飽和水密度[kg/ｍ3] 
 

 

【計算条件】 

飽和水蒸発潜熱               ：2257kJ/kg  *1 

飽和水密度                 ：958kg/ｍ3  *1 

＊ １：日本機械学会蒸気表 

 

【崩壊熱】 

① 定期検査中等で原子炉から使用済燃料ピットに燃料を移動している場合 

8.489 MW 

 

② 原子炉に燃料がある場合        

         3.019 MW 

 

 

２．３ 計算結果 

崩壊熱による使用済燃料ピット保有水の蒸散を補うための必要補給水流量は、以下

のとおりである。 

 

① 定期検査中等で原子炉から使用済燃料ピットに燃料を移動している場合 

約 15 ｍ3／ｈ 

 

    ② 原子炉に燃料がある場合  

約 6 ｍ3／ｈ 

 
 

 

 

 

 

 

 



 

川内２号 燃料取出スキーム 
（定期検査中等で原子炉から使用済燃料ピットに燃料を移動している場合） 

川内２号からの発生分 
取 出 燃 料 

冷 却 期 間 燃料数 崩壊熱(MW)

24サイクル冷却済燃料 24×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.036 

23サイクル冷却済燃料 23×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.037 

22サイクル冷却済燃料 22×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.037 

21サイクル冷却済燃料 21×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.038 

20サイクル冷却済燃料 20×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.038 

19サイクル冷却済燃料 19×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.040 

18サイクル冷却済燃料 18×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.041 

17サイクル冷却済燃料 17×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.041 

16サイクル冷却済燃料 16×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.042 

15サイクル冷却済燃料 15×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.043 

14サイクル冷却済燃料 14×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.044 

13サイクル冷却済燃料 13×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.045 

12サイクル冷却済燃料 12×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.047 

11サイクル冷却済燃料 11×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.048 

10サイクル冷却済燃料 10×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.050 

９サイクル冷却済燃料 ９×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.051 

８サイクル冷却済燃料 ８×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.055 

７サイクル冷却済燃料 ７×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.057 

６サイクル冷却済燃料 ６×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.063 

５サイクル冷却済燃料 ５×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.070 

４サイクル冷却済燃料 ４×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.083 

３サイクル冷却済燃料 ３×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.109 

２サイクル冷却済燃料 ２×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.166 

１サイクル冷却済燃料 １×（13ヶ月＋30日）＋8.5日 １／３炉心 0.306 

    

定検時取出燃料３ 8.5日 １／３炉心 2.503 

定検時取出燃料２ 8.5日 １／３炉心 2.290 

定検時取出燃料１ 8.5日 １／３炉心 2.109 

小   計  8.489 

崩壊熱合計(MW) 崩壊熱：8.489MW 
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川内２号 燃料取出スキーム（原子炉に燃料がある場合） 

川内２号からの発生分 
取 出 燃 料 

冷 却 期 間 燃料数 崩壊熱(MW)

24サイクル冷却済燃料 24×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.036 

23サイクル冷却済燃料 23×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.037 

22サイクル冷却済燃料 22×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.037 

21サイクル冷却済燃料 21×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.038 

20サイクル冷却済燃料 20×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.038 

19サイクル冷却済燃料 19×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.040 

18サイクル冷却済燃料 18×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.041 

17サイクル冷却済燃料 17×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.041 

16サイクル冷却済燃料 16×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.042 

15サイクル冷却済燃料 15×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.043 

14サイクル冷却済燃料 14×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.044 

13サイクル冷却済燃料 13×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.045 

12サイクル冷却済燃料 12×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.047 

11サイクル冷却済燃料 11×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.048 

10サイクル冷却済燃料 10×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.050 

９サイクル冷却済燃料 ９×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.051 

８サイクル冷却済燃料 ８×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.053 

７サイクル冷却済燃料 ７×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.057 

６サイクル冷却済燃料 ６×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.062 

５サイクル冷却済燃料 ５×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.070 

４サイクル冷却済燃料 ４×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.081 

３サイクル冷却済燃料 ３×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.107 

２サイクル冷却済燃料 ２×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.163 

１サイクル冷却済燃料 １×（13ヶ月＋30日）＋30日 １／３炉心 0.293 

    

定検時取出燃料３ 30日 １／３炉心 1.455 

定検時取出燃料２ ― ― ― 

定検時取出燃料１ ― ― ― 

小   計  3.019 

崩壊熱合計(MW) 崩壊熱：3.019MW 
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電源容量と継続時間評価 

１．蓄 電 池 

川内２号機の直流電源設備は、蓄電池及び充電器等で構成されており、いずれの1

組が故障しても残りの系統でプラントの安全性は確保できる。直流母線は１２５Ｖ

である。蓄電池は容量１,２００Ａｈのものが２系列あり、４４０Ｖ非常用所内低圧

母線より各々充電器を介して接続されている。 

全交流電源喪失後、高圧発電機車による給電が開始されるまでの間は、蓄電池に

より直流母線へ給電されるが、現状の蓄電池定格容量と５時間給電必要容量を比較

した結果、５時間の給電が可能であることを確認している。 
 

（１）蓄電池負荷パターン 
【２Ａ蓄電池負荷リスト】 

時  間 
負荷名称 

0～10 秒 10～60 秒 1～30 分 ３０～２９９分 ２９９～３００分

２Ｃメタルクラッドスイッチギヤ      

２Ａ計装用電源装置      

２Ｃ計装用電源装置      

２Ａリレー室直流分電盤(トレンＡ)      

２Ａディーゼル発電機初期励磁電源      

２Ａディーゼル発電機制御盤      

２Ａ電動補助給水ポンプ電動弁盤      

２Ａﾀｰﾋﾞﾝ動補助給水ﾎﾟﾝﾌﾟ電動弁盤      

２号ﾀｰﾋﾞﾝ動補助給水ﾎﾟﾝﾌﾟ非常用油ﾎﾟﾝﾌﾟ      

共通電源(２Ａ１)      

２Ａ２次系ﾘﾚｰ室直流分電盤      

合   計 515.3 134.8 85.9 77.3 86.8 

 

【２Ｂ蓄電池負荷リスト】 

時  間 
負荷名称 

0～10 秒 10～60 秒 1～30 分 ３０～２９９分 ２９９～３００分

２Ｄメタルクラッドスイッチギヤ      

２Ｂ計装用電源装置      

２Ｄ計装用電源装置      

２Ｂリレー室直流分電盤(トレンＢ)      

２Ｂディーゼル発電機初期励磁電源      

２Ｂディーゼル発電機制御盤      

２Ｂ電動補助給水ポンプ電動弁盤      

２Ｂﾀｰﾋﾞﾝ動補助給水ﾎﾟﾝﾌﾟ電動弁盤      

２号ﾀｰﾋﾞﾝ動補助給水ﾎﾟﾝﾌﾟ補助油ﾎﾟﾝﾌﾟ      

共通電源(２Ｂ１)      

２Ｂ２次系ﾘﾚｰ室直流分電盤      

合   計 507.4 130.3 81.4 73.3 82.8 
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515.3A 

134.8A 

85.9A 
77.3A 

86.8A 

507.4A 

130.3A 

81.4A 

73.3A 

82.8A 



 

（２）評価方法及び評価結果 

  ａ．評価方法 

電池工業会規格 「据置蓄電池の容量算出法（SBA S 0601）」に基づき 

評価 

  

 ｂ．評価結果 

  

[２A 蓄電池]     

Ah

C

587}38.1)3.778.86(

10.6)9.853.77(48.6)3.5159.85(50.63.515{
9.0

1
300

=×−+

×−+×−+×=

　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

よって、1,200Ah ＞ 587Ah となり、5 時間の給電は可能である。 

 

 

[２B 蓄電池] 

Ah

C

558}38.1)3.738.82(

10.6)4.813.73(48.6)4.5074.81(50.64.507{
9.0

1
300

=×−+

×−+×−+×=

　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

よって、1,200Ah ＞ 558Ah となり、5 時間の給電は可能である。 
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２．高圧発電機車 

全交流電源喪失後、直流電源設備の蓄電池から中央制御室等のプラント監視上必

要なところへ給電されるが、給電は限られた時間しか期待できないため、早期に高

圧発電機車から計装用電源及び直流電源等に、電気を供給することで、運転監視等

の機能を維持する必要がある。 

全交流電源喪失時における蒸気発生器による１次冷却系の除熱及びプラント監視

機能を維持するために必要な電源容量は、約３５５ｋＶＡと評価しており、その容

量を満足する高圧発電機車（５００ｋＶＡ）を配備している。 

 

原子炉除熱、運転監視継続のために必要な機器類の電源容量 

【kVA】 

プラント 

緊急安

全対策

に必要

な容量 

中央制御

室非常用

照明 

通信

設備 

中央制御室

非常用空調

設備 

アニュラス

排気 

設備 

必要容量 配備容量

川内１ 194 12 40 0※２ 28 274 500 

川内２ 189 10 0※１ 128 28 355 500 

※１：１、２号共用のため 1号から給電 

※２：２号用の高圧発電機車で２号の中央制御室空調設備に給電 
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交流電源と直流電源及び計器用電源負荷のイメージ 

 

 

 

直流電源装置 

中央制御室 

監視計器

操作ｽｲｯﾁ 

＜監視ﾊﾟﾗﾒｰﾀの例＞ 

１次冷却材圧力／温度 

蒸気発生器水位 

復水タンク水位 

格納容器圧力／温度等 

原子炉保護系
計器ラック等

炉外核計装盤
（炉出力） 

放射線 
監視盤 

所内開閉装置 

(ﾒﾀｸﾗ､ﾊﾟﾜｰｾﾝﾀ等) 

Ｍ 

蓄圧ﾀﾝｸ 

出口弁 

（電動弁） 

蓄電池充電器  

 

計装用電源装置 

整流器

ｲﾝﾊﾞｰﾀ

・ ﾒﾀｸﾗ・ﾊﾟﾜｰｾﾝﾀ制御用電源 

・ 原子炉保護系計器ラック等 

・ 炉外核計装盤（炉出力） 

・ 放射線監視盤 

＜中央制御室からの監視制御＞ 

・ 中央制御室に設置されている監視

計器の作動電源には、直流電源又

は計装用電源が必要となる。 

・ 中央制御室からの操作ｽｲｯﾁによる

制御信号を受けて、作動する弁等

の補機用直流電源又は交流電源が

必要となる。 

監視計器等のﾊﾟﾗﾒｰﾀ信号
 

制御信号 
 
直流電源 
 
計装用電源（交流） 
 
動力電源（交流） 

（500 kVA） 

非常用照明 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

発電機盤
高圧発電機車

・ 非常用照明等 
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設備強化対策で今後設置を計画している設備の効果について 

 

「４．多重防護の強化策 ４．１緊急安全対策 （２）緊急安全対策（中長期）」に

示す設備強化対策のうち、外部電源喪失事象、全交流電源喪失事象及び最終ヒートシ

ンク喪失事象に対して効果が期待できる以下の項目について、その効果を評価した。 

 

１．移動式大容量発電機の配備 

非常用ディーゼル発電機の代替として移動式大容量発電機を配備する予定であり、

全交流電源喪失時においては、移動式大容量発電機により、電動補助給水ポンプが

稼動できることから、蒸気発生器への給水機能を果たす防護措置の種類と数が増え

ることになる。（対策の概要は（２／３）参照） 

 

２．非常用発電機の配備 

定期検査時等に現状の非常用ディーゼル発電機を待機除外にしても、非常用発電

設備が２台動作可能であることを担保できるよう非常用発電機の配備も行う予定で

あり、外部電源喪失から全交流電源喪失に至るまでのバックアップ電源の継続時間

が増えることになる。（対策の概要は（３／３）参照） 

 

３．海水ポンプ及びモータの予備品の配備 

  海水ポンプ及びモータの予備品を配備することにより、最終的な熱の逃し場（最

終ヒートシンク）の喪失時においては、海水ポンプの早期復旧が図られ、海水によ

る冷却系の機能の早期復旧に繋がる。 
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設備強化対策の概要 

（移動式大容量発電機の配備） 

 

非常用予備発電機の代替電源設備として、炉心を安全に冷却するのに必要な機器

や監視計器を機能させる容量の移動式大容量発電機を配備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラント 
容量 

（kVA） 
台数 
（台） 

１号機 約4,000 1 

２号機 約4,000 1 

計 － 2 

○移動式大容量発電機 

（約4,000kVA） 

（納入時期：Ｈ24年3月頃） 

○接続箱及び接続箱と発電所内電源系統

をつなぐ高圧ケーブルを恒設化 
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使用済燃料

ピットポンプ

充電器 

中央制御室

空調ファン

海水ポンプ 

原子炉補機冷却水ポンプ

余熱除去ポンプ 

＜建屋内＞ ＜屋外＞ 

発電所内 

電源系統 

恒設ケーブルの設置 

接続箱設置

ケーブル

計器用電源 

蓄電池 

電動補助給水

ポンプ 



 

 

設備強化対策の概要 

（非常用発電機の配備） 

 

原子力安全・保安院からの「非常用発電設備の保安規定上の取扱いについて（指

示）」（Ｈ23.4.9発出）により、モード５，６及び燃料取出期間中においても、非常

用発電設備が２系列以上動作可能であることが要求されたことを受け、非常用発電

機を配備する。 

 

２ユニットに１台配備する場合の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全系母線 

各機器へ Ａ 

Ｄ/Ｇ 

安全系母線

各機器へＢ 

Ｄ/Ｇ 

安全系母線

各機器へ Ａ

Ｄ/Ｇ

安全系母線

各機器へ Ｂ

Ｄ/Ｇ

非常用発電機

１号機 ２号機 

添付資料５－４－９（３／３） 


